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序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文

　フィリピン国家族計画・母子保健プロジェクト（フェーズ２）は、1997年４月１日から５年間

の協力期間において、リージョンⅢの家族計画・母子保健活動の改善を目的として協力が開始さ

れました。

　このたび、協力期間２年半あまりの時点でこれまでの活動を確認し、本プロジェクトにかかわ

る専門家とカウンターパートに必要な助言を提供し、また、本プロジェクト当初の目標を達成す

るために必要な事項をフィリピン側関係者と協議するため、国際協力事業団は、1999年11月28日

から12月３日までの日程で、京都大学大学院医学研究科教授中原俊隆氏を団長として、運営指導

調査団を派遣しました。

　本報告書は、上記調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査にご協力を賜りま

した関係各位に深甚なる謝意を表します。
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１．運営指導調査団派遣１．運営指導調査団派遣１．運営指導調査団派遣１．運営指導調査団派遣１．運営指導調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的

　フィリピン共和国（以下、フィリピン）の乳児死亡率・妊産婦死亡率等の健康指標はアセアン

の中でも中位～低位に位置しており、人口増加率も人間開発中位国の平均値を大きく上回る水準

にある。このようななか、わが国はフィリピンに対し、1992年４月から５年間の協力期間で、ル

ソン島中部のタラック州において家族計画・母子保健活動の改善を目的としたプロジェクト方式

技術協力を実施した。その結果、①家族計画・母子保健サービスシステムの向上、②地域住民の

参加による地域保健活動の強化、③研修・視聴覚教材を通じた保健サービス従事者の能力向上等

の成果が得られた。そこで、フィリピン政府は、タラック州において開発されたモデルの成果

を、タラック州が属するリージョンⅢ（ルソン島中部）全体に波及させるための新たな協力を要

請してきた。

　これを受けてわが国は、1997年４月から５年間にわたりプロジェクト方式技術協力を実施する

こととした。今回は、プロジェクト開始から２年半あまりを経過した現時点で、中間評価的な位

置づけからこれまでの進捗状況のレビューを行い、今後の方向性も含めて先方と協議を行うた

め、11月28日から12月３日まで運営指導調査団を派遣することとした。

１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成

　 　　担　当 　氏　名 　　　　　所　　　　属

団長 総　　括 中原　俊隆 京都大学大学院医学研究科教授

団員 地域保健 菅波　　茂 アジア医師連絡協議会（ＡＭＤＡ）代表

団員 視聴覚教育 内海　成治 大阪大学人間科学部教授

団員 協力計画 金子　智雄 国際協力事業団医療協力部計画課職員
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１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程

日順 月日 曜日 　　　　　　　　　　　　移動および業務

１ 11／28 日 13：10　中原団長・菅波団員マニラ着（関空発 TG621）

13：25　内海団員・金子団員マニラ着（成田発 JL741）

２ 11／29 月 ＪＩＣＡ事務所表敬

マニラからサンフェルナンドへ移動

リージョンⅢ保健局次長表敬

プロジェクト専門家との打合せ会議

サンフェルナンドからスービックへ移動

３ 11／30 火 スービックからザンバレスへ移動（フィリピン祝日）

Aeta Resettlement Hospital視察

ザンバレスからアンヘレスへ移動

４ 12／１ 水 合同調整委員会（Joint Coordinating Committee)

青年海外協力隊活動視察（Nutrilinc JOCV Community Activity）

フロントライン計画の青年海外協力隊員との打合せ

５ 12／２ 木 ルバオRural Health Unit（ＲＨＵ）視察

ルバオBarangay Health Center（ＢＨＣ）視察

バタアンからマニラへ移動

６ 12／３ 金 ミニッツ署名（於：保健省）

14：45　内海団員・金子団員マニラ発（成田着 JL742）

16：30　中原団長・菅波団員マニラ発（関空着 TG620）

１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者

(１) フィリピン側関係者

１) 保健省（Ministry of Health）関連

Dr. Milagros L. Fernandez Undersecretary for Office for Public Health

Services

Dr. Ethelyn P. Nieto Director Ⅳ, Regional Health Office Ⅲ

Dr. Gloria Punzalan Regional MCH Coordinator, Regional Health Office Ⅲ

Dr. Ruben Roque Provincial Health Officer, Bataan Provincial Health

Office

Dr. Eduardo Valencia Provincial Health Officer, Bulacan Provincial Health

Office
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Dr. Ernesto Santos Provincial Health Officer, Pampanga Provincial Health

Office

Dr. Felicisimo Embusucado Provincial Health Officer, Nueva Ecija Provincial

Health Office

Dr. Ricardo P. Ramos Provincial Health Officer Ⅱ, Tarlac Provincial

Health Office

２) 国家経済開発庁（ＮＥＤＡ）関連

Ms. Aurora Joson Chief, Economic Development Specialist, Region Ⅲ

Mr. Victor Valencia Division Medical Officer, Department of Education,

Culture & Sports, Region Ⅲ

Mr. Marcial Terrado Regional Director, Commission on Population,

Region Ⅲ

Mr. Rodolfl Feraren Regional Director, Department of the Interior &

Local Government, Region Ⅲ

Ms. Myrna Apostol Chief, Department of the Interior & Local

Government, Region Ⅲ

３) ＮＧＯ関連

Dr. Luz Revita-Cruz Children’s Medical Center Philippines／Project

Director, Pinaod Community Comprehensive Health

Clinic

Ms. Esther Mmali-Calalang President, Samahang Kababaihan Ng Gatbuca sa

Kaunlaran (SKGK)

Ms. Aleja Beljamin Philippine Rural Reconstruction Movement, Bataan

Branch

Mr. Ernesto Rosales Philippine Rural Reconstruction Movement, Bataan

Branch

Ms. Rosemarie Herrera Executive Director, Nutrilinc
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(２) 日本側関係者

１) ＪＩＣＡフィリピン事務所

小野　英男 所長

吉田　友哉 所員

２) プロジェクト専門家

湯浅　資之 チーフアドバイザー

成瀬　　章 調整員

田口　明男 ＩＥＣ専門家

岩永　資隆 家族計画・母子保健専門家

小村　陽子 母子保健専門家

佐藤　祥子 ＷＩＤ／啓蒙普及専門家

３) 個別派遣専門家

山下　哲雄 開発福祉支援専門家

４) 青年海外協力隊

山田　智康 人口家族計画フロントライン計画シニア隊員

高村　聖子 人口家族計画フロントライン計画隊員

井上　律子 人口家族計画フロントライン計画隊員

西村三由紀 人口家族計画フロントライン計画隊員
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２．総　括２．総　括２．総　括２．総　括２．総　括

　1999年11月28日から12月３日まで、マニラ市およびリージョンⅢを訪問し、家族計画・母子保

健プロジェクト（フェーズ２）の現状の視察、カウンターパートとの懇談、フィリピン保健省代

表者とのミニッツの署名・交換等を実施した。

　本プロジェクトの特徴は、家族計画・母子保健を中核とした地域保健の住民自身による向上活

動にあるが、フェーズ２においては、フェーズ１におけるタラック州での成果を維持、発展させ

つつ、それをリージョンⅢ全体に広げていくことが課題である。また、本プロジェクトは実施期

間５年間の半ばにあり、残された期間でプロジェクトのまとめを行う必要がある。

　プロジェクト実施体制については、フェーズ２の発足以来、日本側においては、２州ずつを担

当する長期専門家３人が３カ所に別れてオフィスをもち活動する「ゾーンディフェンス」方式が

実施され、それを統括するリーダーはリージョンⅢの首都に本拠を構え、秘書として人口委員会

の旧有力メンバーを雇用している。また保健省には業務調整員および長期専門家が２カ所のオ

フィスをもって活動するという体制が整えられ、これによりタラック州における成果をリージョ

ンⅢ内に拡大発展させるという目標は名実ともに達成が見込める体制となっており、さらに青年

海外協力隊員による草の根レベルの活動がそれを補助している。しかし、本年度に入り、リー

ダーおよび業務調整員が相次いで交代し、また医師の長期専門家の交代が来年に予定されてお

り、その実施体制の新たな構築が必要となっている。新しいリーダーは着任以来この点には腐心

しており、新たな医師の長期専門家には、パンパンガ州でプロジェクトの課題となっている、双

方の国民の参加やＮＧＯとの連携などをも含む地域病院等の地域開発型活動に中心的な役割を担

う人材として参画させている。また、現在の助産婦およびWomen in Development（ＷＩＤ）専

門家の２人の長期専門家のほか、新たな地域保健担当の長期専門家を得て、ゾーンディフェンス

体制によるリージョンⅢ内の活動をさらに発展させようとしている。この方向性はきわめて妥当

なものであると考える。

　無償資金協力として各州立病院母子保健センター、Rural Health Unit（ＲＨＵ)、Barangay

Health Station（ＢＨＳ）の新築等がすでに決定され、実施に移され、フィリピン側の活動意

欲を高めている。母子保健センターは、母子に関する相談や健康教育活動等を含む基本的なサー

ビスを総合的に供給するものであり、州立病院に併設されるのが基本となっている。タラック州

では、妊娠の経過や子供の成長のモニタリング等を実施する場として、また助産婦の教育や第一

線のバランガイヘルスワーカーの知識および技術の向上を図る活動、栄養教育活動等に利用さ

れ、すでにカウンターパート側の活動として定着している。母子保健センターは目に見えるプロ

ジェクト活動としてきわめて重要であるといえる。母子保健センターでの活動要員の研修には、

バギオ市に所在するアンダーファイブクリニックの果たす役割は大きいと考えられる。すなわ
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ち、母子保健センターの活動の基本は、乳幼児の発育・発達のフォローであり、また母乳育児の

推進、適切な離乳食指導や家族計画指導などであり、当該施設ではその模範となり得る活動がす

でにフィリピン側の努力により完成し、かなりの歴史をもっている。各州立病院における母子保

健センターの活動にアンダーファイブクリニックのノウハウを生かすことが重要であろう。ま

た、ＲＨＵやＢＨＳの新築は、目に見える援助としてきわめて重要であり、積極的な推進が望ま

れる。

　本プロジェクトは、家族計画・母子保健を中核に地域保健全体の向上を視野に入れた活動（地

域協同薬局活動、ＴＶ 99、Teatro 99、バランガイヘルスワーカーや助産婦の研修、ＮＧＯと

の連携など）により、他に誇り得る成果をあげていると考えられるため、その経過や手法、評価

等について学術的な報告を行い、そのノウハウの蓄積および公表を行っていくことが重要であ

る。たとえば、地域協同薬局活動（ボティカ・ビンヒ）については、プロジェクトのみならず、

青年海外協力隊隊員によってもその活動の地方への普及が図られ、すでに各地のバランガイにお

いて実施され、多くの場合、その運営は順調で、余剰金の使途について議論される段階に達して

いる例もみられるほか、他州のバランガイに対してタラック州住民が住民指導を行っているな

ど、諸外国における類似の活動にきわめて大きな示唆を与え得ると考えられる。母子健康手帳の

導入活動も同様、他に範になるものである。家族計画・母子保健キャンペーンおよびInforma-

tion, Education and Communication（ＩＥＣ）活動としてのＴＶ 99活動およびTeatro 99活

動は住民教育の手段としてきわめて有効であり、住民からきわめて高い支持を得ている。こと

に、Teatro 99活動は住民自身の創意工夫による人形劇であり、その実施は住民自身の積極的参

加が基本であるため、住民の能動的な健康教育活動として高く評価されるべきものである。住民

参加型の健康教育活動は、きわめて高い効果が期待されるため積極的に推進されるべきであり、

一方ではその効果を調べるための調査研究活動を実施し、その結果を学術的に公表するなどによ

り、他への普及を図るべきであろう。本プロジェクトは地域における草の根レベルの保健活動の

ソフトウェアの創出に取り組んできたということができ、本プロジェクトの成果は、国際協力研

究論文として、積極的に公衆衛生関係学術誌や国際協力関係学術誌に投稿し、国際協力のノウハ

ウの蓄積に貢献し、国際協力に携わる人々と知識・経験を共有するようにすることが望まれる。

　本プロジェクトでは、青年海外協力隊との協力を当初から掲げており、すでに良好な協力関係

が維持されている。フェーズ２においても、すでに青年海外協力隊隊員の協力により住民の教育

活動等が進んでおり、その活動は本プロジェクトと相互に補完しあうものであり、青年海外協力

隊隊員の活動を積極的にサポートし、さらに良好な協力関係を維持していくことが重要である。

　本プロジェクトは、従来からＯＤＡの各種スキーム（青年海外協力隊、無償資金協力、

ＵＮＦＰＡ等との連携、草の根無償資金協力等）を積極的に取り込んできたことに特徴がある

が、今後もさらにさまざまなＯＤＡスキームを統合したパッケージ協力や、地方自治体やＮＧＯ
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を通じた国民参加型の協力等を推進すべきである。

　本プロジェクトでは、当初から、家族計画・母子保健の知識・情報を効果的かつタイムリーに

提供するため、ＩＥＣ教材の開発が行われてきているが、その蓄積も多くなってきており、その

内容も評価できるものが多々あるため、これらの教材をＵＮＦＰＡなど他のドナーに供与するな

どの方策をとることにより、さらにその普及を図ることが重要である。

　また、プロジェクトのまとめを行っていく方向性について、学問的見地からも積極的な対応が

計画されている。ことに、プレシード・プロシード・モデルの導入を図って評価を行うことを計

画している点は、きわめてユニークなものであり、今後の同種のプロジェクトの評価方法に多大

の示唆を与え得るものとして期待される。これらの評価活動は主に短期専門家の力添えを得て実

施していくこととなろうが、フェーズ１においてベースラインサーベイをフィリピン大学に委託

して実施したように、フィリピン側の研究機関の活用も重要である。また、評価活動にも住民の

参加が望まれる。評価の過程に住民を参加させることは、このプロジェクトの成果がいかに優れ

たものであるかを認識させ、住民が以後も自分たちの活動としてこれらを継続していく意義を自

覚させ、それを実施していく自信を与えることができるからである。
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３．プロジェクトの進捗状況３．プロジェクトの進捗状況３．プロジェクトの進捗状況３．プロジェクトの進捗状況３．プロジェクトの進捗状況

３－１　地域保健分野３－１　地域保健分野３－１　地域保健分野３－１　地域保健分野３－１　地域保健分野

(１) 家族計画・母子保健サービスの向上について

１) ＷＩＤに男性も積極的に対象とする試みは評価されるべきである。

２) 現場において見聞する家族計画・母子保健に関する住民の知識および実践に関する

初歩的状況をいかに打破および実現させるかという困難さ。

３) 家族計画・母子保健の啓蒙普及の現場における担い手となる助産婦およびバランガ

イヘルスワーカーの不十分な理解度に対する基礎的研修強化の必要性。

４) 母子保健における妊産婦・乳幼児検診に必要な上記両者の研修強化に加えて、母子

健康手帳の持続的配布および体重測定計等の充足の可能性。

５) 当プロジェクトが終了し、ＪＩＣＡ撤退後の助産婦およびバランガイヘルスワーカー

の妊産婦・乳幼児検診継続の条件および体制づくりの可能性。

(２) 地域住民の参加による地域保健活動の強化

１) 協同薬局活動はフィリピンが世界でも先進国であり、順調に全国展開している。国

会でもこの活動を正式に法律で許可する方向に進んでいる。リージョンⅢに拡大する方

向は多様な団体と連携することで進展している。ただし、当活動に従事する人たちに対

する薬の知識強化のためのさらなる研修は必要である。

２) 衛生教育を付帯したトイレ作製活動の推進はユニークである。現地での排便・排尿

習慣の衛生観念との現実的ギャップの調査が欲しい。

３) 住民参加型の劇などによるＩＥＣ活動はプレゼンテーションの好きなフィリピンの

国民性をバックにしており、普及の可能性は大である。

総括

　現場における家族計画・母子保健の啓蒙普及のキーパーソンは助産婦およびバランガ

イヘルスワーカーである。いかにすれば彼らの知識と技術強化が可能になるのかを種々

の視点から追求しているのが当プロジェクトの特徴ともいえる。この人的資源が当プロ

ジェクト終了後もその影響力を発揮し続けてくれれば地域保健の向上は可能である。彼

らが影響力を発揮し続けてくれる条件および体制づくりを考える段階にきていると考え

る。
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３－２　視聴覚教育分野３－２　視聴覚教育分野３－２　視聴覚教育分野３－２　視聴覚教育分野３－２　視聴覚教育分野

　本プロジェクトにおける視聴覚教育およびＩＥＣ分野の特徴はいくつかあげられるが、まず

第一に、ＩＥＣとしてのまとまった活動とＩＥＣ以外の活動領域のなかで広く使用されているこ

とである。つまり、ＩＥＣ専門家が中心となって中央で開発した教材やプログラムを各地の専門

家が自分の活動に使用している。逆に地方で活動している専門家のサポートに中央のＩＥＣ部門

があたっているのである。これはＩＥＣとしてのあり方としてはあたりまえのことであるが、

ＪＩＣＡの他のプロジェクトにはあまりみられないことである。今ひとつの特徴としては、近代

的なメディアのみならず人形劇のようなローカルなメディアを利用していることである。これは

住民参加型の活動として必要な視点であるが、実際には導入の難しいメディアでもある。これを

うまく活用している点に本プロジェクトの特徴をみることができる。

　それゆえ本節では、視聴覚教育・ＩＥＣ分野の活動と他の領域に含まれる活動とを分けて、さ

らにローカルメディアの活用についても報告する。

(１) 視聴覚教育・ＩＥＣ領域における活動

　本プロジェクトでは保健省健康教育課内に設立されたマルチメディアセンターの強化

を目的のひとつにしている。センターは1997年12月に改築され、プロジェクトでは視聴

覚部門とコンピュータ部門への機材供与とソフト面での協力を行ってきた。現在、セン

ターは保健省全体の広報および教育の中心センターとして機能しており、家族計画のみ

ならず予防接種やエイズの教材やキャンペーン番組の製作にも使用されている。

　保健省のプロジェクト事務所のある建物内にはプロジェクトのビデオ編集室があり、

マルチメディアセンターには音声の編集やＣＤ－ＲＯＭソフトを作製したマルチメディ

ア室のほかに事務室が置かれている。センター自体は世界銀行の資金によって設立され

ているが、人材育成と機材は本プロジェクトによって行われている。

　プロジェクトによってセンターで作製したものはビデオ教材と印刷教材に分けられる。

それぞれ以下のものが製作された。

【ビデオ教材】

・母親テレビシリーズ

　1999年は「虫歯予防｣、｢狂犬病」の２本が完成した。母親テレビシリーズはわかり

やすく楽しく見れることをコンセプトとしており、そのコンセプトに沿った内容、構

成にしている。このシリーズはこれまで６本完成しており、この２本を含めて８本が

完成した。

・思春期ビデオシリーズ

　｢初潮｣、｢性のめざめ｣、｢10代の妊娠」の３本が完成。リプロダクティブヘルスの概

念に基づき、青少年を対象として、新たに開発したものである。このプログラムの特
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徴はフィリピンの学校と共同で製作している点である。「初潮」は国立フィリピン芸術

高校、｢性のめざめ」はレジーナカルメリ学園高等部、｢10代の妊娠」はフィリピン大

学と共同で製作した。

・住民活動支援プログラム

　｢トーサントイレ用土管作りとコミュニティー」はブラカン州カルンピット町のＮＧＯ

（ＳＫＧＫ）の活動とプロジェクトの住民支援プログラムを紹介したものである。

【印刷教材】

・母子手帳

　これまでの母親と子供用の記録カードを合冊にした母子健康手帳を7000部作製し、

アンダーファイブクリニックでテスト配布している。

・ＢＨＷハンドブック

　バランガイヘルスワーカーのための家族計画・母子保健に関するマニュアルとして

開発し、1000部を印刷、配布した。

・カレンダー

　これまでプロジェクトでは毎年、母子保健に関する啓発を兼ねて、母子保健カレン

ダーを作製し、配布している。1999年は1500部を印刷した。

　そのほかに保健省の広報誌、保健政策インフォメーションキット（タガログ語版）

等の製作を支援した。

【ＩＥＣ調査】

　リージョンⅢにおけるメディアチャンネルを把握するために、小中学校の視聴覚機材

の調査とラジオ局とケーブルテレビ局の調査を行った。

　学校の視聴覚機材の調査は機材の有無を問うもので利用状況や課題を探るまでには

至っていないが、基本的な調査として重要であり、評価できる。

　ラジオ、ケーブルテレビの調査は地域に密着したメディアとして、その可能性を探

るもので、今後のこの分野でのローカルメディアとして活用するための基礎調査であ

り、重要である。

(２) 地方での活動

　地方でのＩＥＣ活動は、小村専門家、佐藤専門家、岩永専門家とフロントライン計画

の協力隊員らの活動とリンクした形で行われている。たとえば小村専門家はタラック州

とヌエバ・エシバ州で母親学級でビデオを使用したり、ローカルテレビでの放映を行っ

ている。
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(３) ローカルメディアの活用

　家族計画・母子保健では、人々の意識や行動様式の変容を目的としてメディアが利用

されるために、ヒューマンモデルが必要とされている。ヒューマンモデルとは、メディ

アによって提示された人物のことで、態度や意識の変革にはモデルとなる人物の提示が

重要である。また、メディアに対する先有知覚（あるメディアに対する態度）もあり方

も重要な要素である。つまり、テレビは新しい情報を与えてくれる楽しいメディアだが、

地域や自分の生活に密着した意味のある情報は少ないとか、テレビの情報をうのみにす

ると馬鹿をみる、テレビでの情報は商品の宣伝であって本当のことではない、といった

態度をもっている場合には、新しい情報をこうしたメディアで広げることが困難になる。

その点、劇や影絵、人形劇などのローカルなメディアは身近であり、人々の生活に密着

しているために、内容が受け入れられやすい特徴をもっている。

　こうした点から、本プロジェクトで人形劇を取り入れることは、適切であると判断さ

れる。また人形劇グループを、保健従事者で組織したことは参加性の面でも有利である。

(４) 今後の方向性

　本プロジェクトの課題は、こうした多面的なＩＥＣ分野の活動をどう有機的につなげ

て効果をあげるかにある。今後、地域展開が深まるなかで各地での状況をどのように一

般化できるかが、プロジェクトの成果にかかわってくると思われる。地域の特性や課題

の性質によってメディア方略が変化することは当然のことであり、一般的な静的なモデ

ルを構築する必要はないが、アクター、要因を分析し、今後の政策遂行のためのモデル

を形成する必要がある。そのためには、これまでのメディア製作や地域活動を継続する

なかで、インパクト調査を行い、知識から態度、行動変容に至る過程を明らかにする作

業が必要と思われる。
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４．協議概要４．協議概要４．協議概要４．協議概要４．協議概要

４－１　概　要４－１　概　要４－１　概　要４－１　概　要４－１　概　要

　先方政府および関係機関との協議およびフィールド調査を行い、右結果を踏まえ協議議事録

（ミニッツ）を先方フェルナンデス保健省次官とわが方中原団長との間で締結したところ、右確

認事項の概要は以下のとおりである（ミニッツは附属資料①)。

　Ａ．1998年から1999年の活動のレビュー

(１) 調査・モニタリング評価活動

(１－１) ルソン島中部の母子保健関連データの収集

(１－２) 保健データボードの設立（タラック州の13のバランガイ）

(１－３) バランガイヘルスワーカーの知識・態度・研修受講歴調査の実施

(１－４) 家族計画・母子保健にかかるジェンダー調査の実施

(１－５) ＩＥＣメディア調査の実施

(１－６) ５歳未満児検診の実施のモニタリング

(２) 保健従事者の研修／再研修の実施

(２－１) 対人技能研修、母子保健再訓練研修、５歳未満児検診研修、ＩＥＣ研修の実施

(２－２) 家族計画・母子保健、ＩＥＣにかかる日本でのカウンターパート研修の実施

(２－３) 広島県による研修、ＮＧＯ（集団）研修の実施

(２－４) 技術交換、現地国内技術交換

(３) 施設と機材の向上

　ＲＨＵやＢＨＳへの医療機材の供与、州保健局・地域保健事務所および保健省健康教

育課への視聴覚機材の供与

(４) 住民参加による地域保健活動の実施

(４－１) 村落薬局保健プログラム（ザンバレス州への拡大）

(４－２)「トサング」製作の研修

(４－３) 縫製技術およびタラック州のバランガイヘルスワーカーの管理研修

(４－４) ビデオ上映会（ＴＶ 99)、人形劇（Teatro 99）によるアドボカシー活動

(４－５) 開発福祉支援事業の実施

(４－６) 住民活動基盤強化事業の実施
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(５)ＩＥＣ教材の製作、開発、普及

(５－１) カレンダー、母子保健マニュアル、母子健康手帳、健康情報キット、雑誌等印

刷物の作製の実施

(５－２) 紹介ビデオ、思春期ビデオ、ＴＶ 99シリーズ等ビデオ教材の作製の実施

(６)他の活動

(６－１) 青年海外協力隊、無償資金協力、ＵＮＦＰＡとのマルチバイ協力、草の根無償

資金協力、開発福祉支援事業等ＯＤＡスキームによる活動実施

(６－２) 女性の健康と開発フォーラム、ＮＧＯフォーラム、思春期フォーラム、男性の

参加促進プログラム等アドボカシー活動の実施

　Ｂ．今後の活動の方向性

(１) 調査・モニタリング・評価活動

　州のプロフィール・データベースの定期的な更新

(２) 保健従事者の研修・再研修

　助産婦やバランガイヘルスワーカーに対する研修の継続実施

(３) 施設・機材の向上

　保健医療従事者の活動に必要な医療機材およびＩＥＣ機材の供与

(４) 住民参加活動

　地域保健活動を実施するため核となるＮＧＯとの連携

(５) ＩＥＣ教材の開発、製作、配布

　保健省健康教育課と共同して印刷物・ビデオ教材の開発を継続する。

(５－１) バランガイヘルスワーカー用母子保健マニュアル

(５－２) 母子健康手帳

(５－３) 思春期ビデオパッケージの開発

(５－４) 母親および一般市民に対するＩＥＣパッケージの開発

(５－５) ＩＥＣ教材の配布のため新しいマスメディアチャンネルの開発および活用

　Ｃ．ＰＤＭに基づき協力実績のレビュー



－14－

４－２　所　感４－２　所　感４－２　所　感４－２　所　感４－２　所　感

(１) これまでの協力について

　住民参加活動、さまざまな地域保健の研修活動、ＩＥＣ活動等が各州に着実に普及し

ており、州それぞれが主体的に取り組んで活動が展開されているとの印象を受けた。地

域展開においては、フェーズ１においてタラック州で得られた成果が各州の特徴やニー

ズに合わせて波及されただけでなく、新たな方向性として首尾よく住民組織（ＰＯ）や

ＮＧＯを積極的に巻き込んで活動が行われた点は効果的な協力であったと考えられ、高

く評価できる。

　中間評価的な視点からみても、これまでの協力で着実に成果があがっているものと思

われる。

　青年海外協力隊、無償資金協力、開発福祉支援事業等、さまざまなＯＤＡスキームの

投入により、相乗的な効果をあげつつある。特に、青年海外協力隊との連携によるフロ

ントライン計画では、プロジェクトによる適切なサポートが隊員の活動に大きなプラス

になっているものと思われる。

(２) 今後の方向性について

　前述のようにプロジェクトは非常に順調に進捗しているが、協力期間が半分を過ぎ、

リーダー・調整員も交替して、協力終了を見据えて活動をまとめていくべき時期に入っ

ている。

　12月１日に開催された合同調整委員会では、先方ニエト・リージョンⅢ保健局長から

2002年３月のプロジェクト終了に向けてフィリピン側でも自立発展に向けた取り組みを

進めていく旨の発言があった。

　これまで手広く展開してきた活動を、いかにフィリピン側だけで財政的にも技術的に

も運営していけるようにするかが課題といえよう。そのために、各協力プログラムごと

に評価に耐え得る活動のまとめ（たとえばプレシード・プロシード・モデルによる評価）

を行いながらプロジェクトを進めることが重要と考える。

　残された協力期間においては、ヘルスプロモーションの考え方を取り入れ、プレシー

ド・プロシード・モデルを利用した計画・評価を行うこと、および無償資金協力により

完成する施設への技術移転を効果的に進めることにより、今後の地域保健プロジェクト

のモデルともなり得る、さらに大きな成果をあげることができるものと考える。ただし、

フェルナンデス保健省次官の動向および保健省における組織改革の動きには、引き続き

注意を払っていく必要があろう。
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附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料

①①①①①　ミニッツ　ミニッツ　ミニッツ　ミニッツ　ミニッツ

②②②②②　先方プレゼンテーション資料　先方プレゼンテーション資料　先方プレゼンテーション資料　先方プレゼンテーション資料　先方プレゼンテーション資料

③③③③③　湯浅リーダー報告　湯浅リーダー報告　湯浅リーダー報告　湯浅リーダー報告　湯浅リーダー報告

④④④④④　田口専門家（ＩＥＣ）報告　田口専門家（ＩＥＣ）報告　田口専門家（ＩＥＣ）報告　田口専門家（ＩＥＣ）報告　田口専門家（ＩＥＣ）報告

⑤⑤⑤⑤⑤　岩永専門家（家族計画・母子保健）報告　岩永専門家（家族計画・母子保健）報告　岩永専門家（家族計画・母子保健）報告　岩永専門家（家族計画・母子保健）報告　岩永専門家（家族計画・母子保健）報告

⑥⑥⑥⑥⑥　小村専門家（母子保健）報告　小村専門家（母子保健）報告　小村専門家（母子保健）報告　小村専門家（母子保健）報告　小村専門家（母子保健）報告

⑦⑦⑦⑦⑦　佐藤専門家（ＷＩＤ／啓蒙普及）報告　佐藤専門家（ＷＩＤ／啓蒙普及）報告　佐藤専門家（ＷＩＤ／啓蒙普及）報告　佐藤専門家（ＷＩＤ／啓蒙普及）報告　佐藤専門家（ＷＩＤ／啓蒙普及）報告

⑧⑧⑧⑧⑧　合同調整委員会出席者　合同調整委員会出席者　合同調整委員会出席者　合同調整委員会出席者　合同調整委員会出席者

⑨⑨⑨⑨⑨　投入実績　投入実績　投入実績　投入実績　投入実績

⑩⑩⑩⑩⑩　　　　　19 9 81 9 9 81 9 9 81 9 9 81 9 9 8年度プロジェクト年間報告年度プロジェクト年間報告年度プロジェクト年間報告年度プロジェクト年間報告年度プロジェクト年間報告

⑪⑪⑪⑪⑪　母子健康手帳　母子健康手帳　母子健康手帳　母子健康手帳　母子健康手帳
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